
 
米国金融・経済 
10 月 28～29 日の米連邦公開市場委員会（FOMC）では、債券買入額（当初 850 億ドル）を 10

月末をもってゼロとし、12 年 9月に開始した量的緩和策第 3弾（QE3）を終了することが決まっ

た。また、政策金利（0～0.25％）については今後も「相当な期間」維持するとの方針を改めて

示したほか、今後発表される経済指標の動向次第によって利上げ時期の前倒し、あるいは先送り

を決定するとの方針も示した。 

米国の経済指標をみると、雇用統計（10 月）の失業率は 5.8％と前月から 0.1 ポイント改善し

たほか、非農業部門雇用者数も 20.9 万人増と 9ヶ月連続での 20 万人超の増加となり、雇用回復

の底堅さが示された。ただし、同雇用者数の増加幅は事前予測（21.4 万人：ブルームバーグ集

計）を下回ったため、早期利上げ観測は後退した。 

国内金融・経済 
10 月 31 日の日銀金融政策決定会合では、15 年度を中心とする期間内に 2％の「物価安定の目

標」を実現することを目指す量的・質的金融緩和の拡大を発表。具体的な内容は、マネタリーベ

ースが年間 80 兆円（従来は約 60～70 兆円）に相当するペースで増加するように、①長期国債の

保有残高が年間約 80 兆円（従来は約 50 兆円）に相当するペースで増加するよう買入れを行うほ

か、平均残存期間を 7～10 年程度（従来は 7 年程度）へ延長する、②ETF の保有残高を年間約 3

兆円（従来は約 1兆円）、J-REIT のそれを約 900 億円（従来は約 300 億円）に引き上げ、新たに

JPX 日経 400 連動 ETF を買入れ対象に加える、③CP 等（約 2.2 兆円）・社債等（約 3.2 兆円）の

残高を維持する、といったものである。11 月 19～20 日の会合でも同政策の継続が決定した。 

日本の経済指標をみると、7～9月期の実質 GDP 成長率（一次速報値）は、前期比▲0.4％（年

率▲1.6％）と大方の予想に反して 2 四半期連続のマイナスとなった。また、機械受注（船舶・

電力を除く民需）の 9月分は、前月比 2.9％と 4 ヶ月連続の増加となったものの、10～12 月期の

見通しでは前期比▲0.3％と減少が見込まれている。さらに、9 月の鉱工業生産指数（確報値）

は、前月比 2.9％と 2 ヶ月ぶりに上昇したものの、製造工業生産予測調査をみると、10 月は同▲

0.1％に低下すると見込まれている。以上のように、消費税増税後の日本経済の足取りは鈍く、

政府は 15 年 10 月に予定していた消費税再増税の先送りを決定した。 

金利・株価・為替・原油相場 

長期金利（新発 10 年国債利回り）は、10 月末に日銀が想定外の量的・質的金融緩和に踏み切

ったことから、一時 0.435％と同政策が導入された直後の水準まで低下した。その後は一旦水準

を戻したが、流動性リスクが意識されるなかで値動きの荒い展開となっている。 

日経平均株価は、10 月中旬には、世界経済の減速懸念を受けて 14,500 円台まで下落したが、

日銀が量的・質的金融緩和でリスク性資産の買入れ額を増額したほか、GPIF の運用比率の見直

しもあって上昇に転じ、11 月中旬には約 7 年ぶりに 17,000 円台を回復している。 

ドル円相場は、10 月中旬には、米国経済の先行きに対する懸念が高まったことなどから、一

時 106 円前後まで円高・ドル安となった。しかし、その後は米国が QE3 を終了した一方で、日本

では量的・質的金融緩和の導入を決めるなど、政策の方向性の違いが鮮明となったことで、円安・

ドル高が進行。11 月中旬には一時 1 ドル＝118 円台となった。    （2014.11.21 現在） 
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内外の経済・金融グラフ 

※ 詳しくは当社ホームページ（http://www.nochuri.co.jp）の「今月の経済・金融情勢」へ 
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（千億円） 国内：機械受注（船舶・電力を除く民需）

機械受注受注額（季調済）
3ヶ月移動平均
四半期実績・翌期見通し

（資料）Bloomberg（内閣府「機械受注統計」）より作成

10～12月期見通し
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（％）（％） 国内：鉱工業生産

前月比（季調済・左軸）

前年比（右軸）

（資料）Bloomberg（経済産業省「鉱工業生産」）より作成
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（ドル/バレル） 国際原油市況

NY原油先物・WTI期近

OPEC原油バスケット価格

（資料）Bloombergより作成
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見通し

米国：経済成長予測

実績
14年11月予測

(資料）Bloomberg (米商務省）より作成。見通しはBloomberg社調査

（前期比年率：％）
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(2010年基準) 国内：消費者物価指数（前年比）

エネルギー
生鮮食品を除く食料
その他
生鮮食品を除く総合

（資料）日経NEEDS-FQ（総務省「消費者物価指数」）より作成
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（％）（％） 日米独の長期金利

日本新発10年国債利回り（左軸）

米国財務省証券10年物国債利回り（右軸）

独国10年国債利回り（右軸）

（資料）Bloombergより作成
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